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１．地域医療構想の推進について

(1) 概 要

「地域で治し、支える」地域完結型医療へ移行するた

め、地域の実情に合った医療需要を推計し、病床の必

要量を定めるもの。

具体的には、2025年(令和６年)に必要となる病床数

(病床の必要量)を、高度急性期、急性期、回復期、慢

性期４つの医療機能ごとに推計した上で、地域の医療

関係者の協議を通じて病床の機能分化と連携を進め、

効率的な医療提供体制を実現する取組み。

高度急性期
急性期の患者の早期安定化に向けた

診療密度が特に高い医療を提供

急 性 期
急性期の患者の早期安定化に

向けた医療を提供

慢 性 期
長期にわたり療養が必要な患者や

重度の障害者等を入院させる機能

回 復 期
急性期を経過した患者への在宅復帰

に向けた医療やリハビリを提供

医
療
機
能
を
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機関

機能が
見えにくい

超高齢社会にも耐えうる医療提供体制を構築するため、2014年(平成26年)６月公布の「医

療介護総合確保推進法」によって制度化されたもので、 2025年(令和６年)に病院完結型から

厚生労働省は2015年(平成27年)３月に「地域医療構

想策定ガイドライン」をまとめ、これに沿って、大阪

府においても2016年(平成28年）３月に「大阪府地域

医療構想」が策定された。



(2) 大阪府における議論の状況

「大阪府地域医療構想」では、急性期病床が過剰で回復期病床が不足するとされている。

また、二次医療圏ごとで各医療圏の将来における医療需要を踏まえた検討をしていくこととされてい

るが、北河内二次医療圏においては、病床数の必要量において、回復期機能を担う病床数の確保には、

１４％程度の病床の転換が必要と推計されている。

割合の差
14.3％

（約1,500床）



医療法第30条の14において、都道府県は、構想区域ごとに、医療関係者、医療保険者その他の関係者との

地域医療構想調整会議を設け、関係者との連携を図りつつ、将来の病床の必要量を達成するための方策そ

の他の地域医療構想の達成を推進するために必要な協議を行うとされている。

そのため、大阪府においては、既存の保健医療協議会を活用し、構想区域ごとを基本として地域医療構想

調整会議を設置するとともに、検討テーマに応じた具体的な検討の場として各地域医療構想調整会議の下

に、「病床機能懇話会（部会）」、「在宅医療懇話会（部会）」を設置し、協議を進めていくこととして

いる。

病床機能懇話会

北河内各医師会理事や

病院協会等で構成

厚労省へ各病院の
具体的対応方針報告

① 各病院の２０２５年を見据えた
担うべき役割

② 各病院の２０２５年に持つべき
医療機能別病床数

保健医療協議会

（地域医療構想調
整会議）

三師会長、医療保険者、
市町村長などで構成

大
阪
府
医
療
審
議
会

病院長が参加し議論中 市長・病院長が委員

ただし、現在は新型コロナ感染症の影響で、議論がストップしている



(3) 現時点における本院の方向性

今後、地域の医療需要に注視しつつ、

急性期病院としての役割を果たしていくことを基本に

議論していく。

● 本院は、いわゆる政策的医療とされている５事業（①救急医療、②災害医療、③へき地医療の

支援、④周産期医療、⑤小児医療）のうち、③を除く事業に対応しており、北河内二次医療圏

唯一の公立の総合病院として地域医療に貢献してきた。

● これらに加え、現在、新型コロナウイルス感染症への対応についても、公立病院としての使命
を果たしている。

● こうした医療を提供していくためには、急性期の医療を提供できる水準を保つ必要がある。



２．医師の働き方改革について

(1) 概 要

● 2018年（平成30年）４月の「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」による労働

基準法の改正等により、長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の実現等について適切な対応が求めら

れている。

一般の労働者の時間外労働時間数【概要】

1か月45時間以下。ただし年６か月を限度に月100時間（年間720時間）の時間外労働が認められる。

● その際、医師については医師法に基づく応召義務等の特殊性を踏まえた対応が必要であることから、

５年間の猶予期間が設けられ、2024年（令和６年）４月１日からの適用とされた。

● 医師の長時間労働については、全国的な医師不足を背景とした、需給や偏在、地域医療提供体制にお

ける機能分化など、様々な課題があり、現在、国においても厚生労働省による『医師の働き方改革に関

する検討会』を中心に議論が進められている。



● 医師の働き方改革については、地域医療構想の推進等とともに、三位一体改革として推進すること

が厚生労働省「2040年度を展望した医療提供体制の改革」で示されている。

一体的に推進

Ⅰ 医療施設の最適配置の実現と連携

（地域医療構想の実現：2025年まで）

Ⅱ 医師・医療従事者の働き方改革

（医師の時間外労働の上限規制：2024年～）

Ⅲ 実効性のある医師偏在対策

（偏在是正の目標年：2036年）



(2) 医師の時間外労働規制の枠組みについて

医師については、2024年度（令和６年度）から、年間960時間、月100時間未満の規制となるが、一定

の要件を満たす病院については特例の措置が講じられる。

一般則

暫
定
特
例
水
準

(Ａ)水準

年間960時間、月100時間未満（例外あり）

(Ｂ)水準

地域の医療体制確保のため認められた特定の病院

年間1,860時間、月100時間未満（例外あり★）

(Ｃ)水準

集中的に技能を向上のため認められた特定の病院

年間1,860時間、月100時間未満（例外あり★）

年間960時間

月100時間未満

年間1860時間

月100時間未満

ただし将来向け削減

【原則】

年360時間

月45時間

【例外】

年720時間

月100時間未満

２０１９
（H30）
4.1

２０２４
（R6）
4.1

２０３５
(R17)
4.1

※一般則の原則は医師についても適用

★ 追加的健康措置（連続勤務時間制限等）を義務
化することで、100時間を超える例外規定可



※ （Ｂ）水準について

地域医療の観点から必須とされる機能を果たすために、やむなく長時間労働となる医療機関とし

て大阪府が指定

＜要件＞

二次救急医療機関かつ「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入

院件数500件以上」かつ「医療計画において５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、

精神疾患）５事業（救急医療、災害医療、へき地医療の支援、周産期医療、小児医療）の確保

のために必要な役割を担うと位置付けられた医療機関」 など

本院における令和元年度の救急患者の受け入れ状況

年間救急車受入台数4,614台、夜間・休日・時間外入院件数1,332件
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360時間未満 360時間以上 720時間以上 960時間以上 1860時間以上 2500時間以上
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(3) 本院の現状及び喫緊の課題

本院医師の時間外の状況【2019年度（令和元年度）の年間時間外時間数】

※ 宿日直勤務をすべて時間外労働とした場合

40％以上が960時間以上

１，８６０時間以上も
５人いる



(4) 院内での議論の方向性

① (Ｂ) 水準の申請について

現状を踏まえた場合、本院としては（Ｂ）水準の申請を行っていく必要がある。

そのためには、医師労働時間短縮計画の策定が必要。

＊ 計画は、今年度中に都道府県に提出することとされ、その後、評価受審のうえで対象医療機関が決定

＜医師労働時間短縮計画＞
◆ 策定対象医療機関

時間外、休日労働時間が年960時間を超える業務に従事する医師のいる医療機関

◆ 計画の記載内容

・時間外・休日労働時間数の今後５年間の目標と実績

・労務管理の実施状況

・マネジメント研修の実施状況

・労働時間の短縮に向けた取組 等

◆ 計画の策定方法

医師を含む各職種が参加する合議体で議論し、対象医師に対し計画内容を説明し意見交換する。

1年単位のＰＤＣＡサイクルの中で見直しを図り、毎年、都道府県へ提出



② その他諸課題の検討

このほか、2024年度(令和６年度)の実施に向け、数多くの課題について検討が必要

＜検討すべき内容＞

職員への制度周知・意識改革

業務内容の精査
（滞在時間における労働時間と非労働時間の整理）

指揮・命令・管理体制の整備

タスクシフティング（医師以外でも可能な業務
の他職種への移管）の推進

医師の体制確保

ＩＴ化（新たなシステムの導入）

新たな健康確保措置の導入検討

他医療機関との応援体制の整備

実
施
に
は
数
多
く
の
課
題

諸課題の解消や体制の整備等について、本格的な検討を進めていくため、本年10月に病院長を
筆頭とする「（仮）医師の働き方改革検討委員会」を臨時組織として立ち上げ、議論していくこと
とした。



３．地域連携の強化について

現在、本院では地域医療支援病院の承認を目指し、取り組んでいるが、現在の状況及び今後の予定は以下の
とおり。

【地域医療支援病院】
第一線の地域医療を担う「かかりつけ医」を支援するため、必要な機能を有する医
療機関に対し、都道府県が承認するもの。

＜申請状況＞

2020年8月

仮申請、実地検査【済み】

2020年10月

本申請、実地検査【済み】

2021年１月
北河内医療病床懇話会を経て
北河内保険医療協議会で審議

2021年３月
医療審議会病院新増設部会の
議論を経て医療審議会で
承認する病院を最終決定
（昨年度は3月30日）


